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【海外株式市場・経済指標他】 ～S&P500高値更新～ 

・ＮＹダウ平均株価は前日比▲2.83㌦の17083.80㌦で取引終了。反対にS&P500は続伸、史上最高値を更新。 

・７月米ＰＭＩは56.3と約４年ぶり高水準を記録した前月（57.3）から軟化。もっとも、持続不可能なレベ

ルからの低下であるうえ、依然として長期平均を大きく上回っていることから悲観的な内容ではない。同

日発表された７月カンザスシティ連銀製造業景況指数も＋９と前月（＋６）から改善し、生産モメンタム

加速を示唆。Markit ＰＭＩや地区連銀サーベイの結果を踏まえると、７月ＩＳＭは上昇が見込まれ、生産

活動の加速を強く支持する内容になるだろう（当社予想：57.0）。 

・６月米新築住宅販売件数は前月比▲8.1％（40.6万件）と市場予想（47.5万件）を大幅に下振れたうえ、前

月分も大幅に下方修正（50.4万件→44.2万件）された。振れの大きい指標とはいえ、ネガティブサプライ

ズだ。３ＭＡでみても増加一服となり、寒波襲来前の水準を大きく下回ったままでの推移となっている。

とはいえ、①戸建て着工許可件数の増加基調、②NAHB住宅市場指数の改善、③モーゲージ金利低下に目を

向けると、新築販売だけが停滞を続けるとも考えにくい。先行きは雇用・所得環境の改善を背景に緩やか

な増加基調に回帰する見込み。 

・新規失業保険申請件数は28.4万件と前週（30.3万件）から著しく減少し、2006年１月以来（28.2万件）の

低水準を記録。４週移動平均も30.2万件と明確な減少基調を辿っている。７月雇用統計ＮＦＰは20万人を

優に超過する見込み（当社予想：22.5万人、コンセンサス：23.0万人）。 

 

 

10:27 現在

＜主要株価指数＞

終値 前日比
日経平均株価 15369.11 84.69
ＮＹダウ 17,083.80 -2.83 
ＤＡＸ（独） 9,794.06 40.50
FTSE100（英） 6,821.46 23.31
CAC40(仏） 4,410.65 34.33
＜外国為替＞※

101.76 円 -0.05 円
1.3466 ㌦ 0.00 ㌦

＜長期金利＞※
日本 0.530 ％ 0.004 ％
米国 2.503 ％ 0.037 ％
英国 2.606 ％ 0.052 ％
ドイツ 1.177 ％ 0.031 ％
フランス 1.575 ％ 0.033 ％
イタリア 2.727 ％ -0.014 ％
スペイン 2.559 ％ 0.003 ％
＜商品＞
ＮＹ原油 102.07 ㌦ -1.05 ㌦
ＮＹ金 1290.80 ㌦ -13.90 ㌦

※は右上記載時刻における直近値。図中の点線は前日終値。

(出所）Bloomberg
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【外国為替相場・債券市場】～ユーロ圏ＰＭＩ：ドイツ強し～ 

・前日のＧ10通貨はアジア時間に急落したNZDの弱さが目立ったほか（RBNZは利上げ打ち止め示唆）、GBPと

JPYが弱く、USDはSEK以外にアウトパフォーム。USD/JPYは米金利上昇に沿って101.80を回復、EUR/USDは欧

州PMIの予想上振れに反応して上昇した後、緩やかに下落。25日日本時間でUSD/JPYはCPIに反応することも

なく一進一退。 

・米10年金利は中国ＰＭＩ改善を背景に＋3.7bpの2.503％。欧州債市場はコア軟調、GIIPS堅調。経済指標は

７月ユーロ圏製造業ＰＭＩが51.9と予想外に前月（51.8）から改善。フランス（48.2→47.6）の悪化をド

イツ（52.0→52.9）の改善が補った。ユーロ圏サービス業ＰＭＩは54.6と前月（52.8）から大幅改善。ド

イツ（54.6→56.6）、フランス（48.2→50.4）が揃って改善。ユーロ圏総合PMIは54.0と約３年ぶり高水準

となった４月に比肩。その他では６月英小売売上高（除くガソリン）が前月比▲0.1％と予想外に減少。食

料品、家庭用品以外の広範な品目が減少したが、３ヶ月前比年率では＋7.6％と強いモメンタムが維持され

ており、悲観は不要。利上げ時期後退に繋がる内容ではないだろう。 

【国内株式市場・経済指標他】～日銀は年内休業と予想～ 

・日本株はUSD/JPY上昇を受けて高寄り後、もみ合い。 

・６月ＣＰＩ（除く消費税、日銀試算）はコアが0.1％pt減速して＋1.3％、コアコアが0.1％pt加速して＋

0.6％となった。寄与度は、食エネが低下した一方、教養娯楽用耐久財が拡大。他方、７月東京都区部ＣＰ

Ｉはコア、コアコアがそれぞれ0.1％pt加速して＋0.9％、＋0.6％となった。このところのＣＰＩは、円安

効果一巡による下落圧力と（未転嫁分の）価格転嫁進展による上昇圧力が綱引きし合う格好となっている。

こうした構図が当面続きそうだ。コアＣＰＩの１％割れが定着する可能性は限定的だろう。少なくとも年

内に日銀が追加緩和に踏み切ることはないと予想。 

【注目点】～その時、ＥＵＲが動いた～ 

・EUR/USDが節目の1.35を割れ、2014年の最低水準を更新。米欧金融政策のベクトル相違を反映した欧州サイ

ドからのEUR下落圧力と米国サイドからのUSD高圧力が相乗効果をなしてジワリ浸透。また、米欧のＰＭＩ

格差とEUR/USDに一定の相関があることを踏まえると、寒波襲来後の米経済回復がEUR/USD相場にある程度

の影響を与えているとみられる。今後数ヶ月程度はEUR/USDの下落が進行し易い状況と言える。テクニカル

的にも2012年７月と13年７月を結んだトレンドラインをブレイクしたことで下落基調がより鮮明になる可

能性が出てきた。EUR/USDが筆者の年末見通しの1.28に向けて下落モメンタムを強める時、対JPYにUSD買い

の流れが波及し、USD/JPYの膠着打破に繋がると予想。USD/JPYがレンジ相場を形成して丸７ヶ月が経過、

“不快なほど穏やか”な展開が続いてきたが、漸く為替市場で新たなトレンドが出現した可能性がある。 
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